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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ’ Ｂ’’ Ｂ’’’ Ｂ’’’’

経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  890,487  868,135  464,647  214,829  188,659  -  15,617 6,735 

1 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 20,466 10,233 10,233 10,233 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、行動制
限などの影響もあり、自宅に閉じこもることが増え、身体機能の
低下による介護状態の悪化が懸念されいるため、介護認定調
査支援システム等を導入し、介護の認定決定までの期間を短く
し、早期にサービスを受けることができるようにすることで、身体
機能の低下防止や家族等の介護負担軽減を図る
②システム導入委託料および備品購入費
③・ソフトウエア保守料【PC：11台、タブレット：34台】
　　433千円
 　・サーバ関連一式　1,607千円
 　・PC・タブレット関連【PC：11台、タブレット：34台】
　　9,904千円
　・現地調整費一式　8,522千円
④地方公共団体

－ － － － R4.4 R5.3

申請から結果通知を受け取るまで
の日数の短縮
日数平均36.3日を31日とする

市HP R3補正（国）

2 R3 補 －

デジタル田
園都市国家
構想推進交
付金

内閣府 通常交付金 ○

③-Ⅲ-２．地方を活
性化し、世界とつな
がる「デジタル田園

都市国家構想」

○ － 10,769 5,385 5,385 5,384 

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、デマンド
交通にAI配車システムを導入することで、利便性の向上、運行
業務の改善を図り、市民の移動手段の維持・確保を図る
②AI配車システムの導入
③基本設計一式　6,050千円
　ユーザーアプリ機能　2,200千円
　利用料　1,914千円
　事務所端末　275千円
　アプリ保守　330千円
④デマンド交通運行事業者

－ － － － R4.4 R5.3

利用者数を2024年度末までに1.1
倍に増やす（2021年度利用者
25,000人）
利用者数　25,000人→27,500人

市ＨＰ、予約アプリの使用説明会
実施

R3補正（国）

3 R3 単 －
主食用米作
付転換支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 34,100 34,100 34,100 

①新型コロナウイルス感染症の長期化による、主食用米の需要
が減少し大幅な米価下落を受け、米の需給改善を図り更なる米
価下落を防止する
②主食用米作付転換に係る補助金
③市配分転作面積　682ha×50千円＝34,100千円
④市内の農業者で、令和3年及び令和4年に営農計画書を市農
業再生協議会に提出し、令和4年度経営所得安定対策等交付
金の該当者（主食用米の面積が減少し、対象作物の作付面積
が令和3年より増加した差の面積に対して交付）

－ － － － R4.5 R5.3 主食用米から対象作物への転作
面積682ha

対象農業者へチラシの送付
市HP

R4当初（地）

4 R3 単 －

市自家用有
償バス運行
車両車内感
染予防対策
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 673 673 673 

①市自家用有償バス運行車両車内の除菌
②除菌用弱アルカリ電解水の年間使用量相当額
③市営バス　14台
　26本×23,500円×消費税1.1＝672,100円
※1本10リットル・使用時10倍希釈
④市営バス委託業者（2社）

－ － － － R4.4 R5.3

市自家用有償バス全14台の車内
除菌

市ＨＰ R4補正（地）

5 R3 単 －
地域特産品
生産者支援
事業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-４．事業者へ

の支援
○ － 1,000 1,000 1,000 

①コロナ禍で来訪者が減少し需要下落等の影響を受ける地域
の特産品等の生産者や販売事業者を支援するため、品物や生
産に関わる人を紹介し、また、インターネットを通して全国から
購入することができるECサイトの設立を支援することでコロナ禍
の地域経済の維持及び収束後の地域経済の復興を図る
②事業者団体によるECサイト設立に対する補助金
③ECサイト構築費用　1,000千円
④ECサイト「つむぐ大田原」運営団体

－ － － － R4.7 R5.3 ECサイトへのアクセス数　月間
12,000件

市HP
市広報紙
市の各種SNSへの掲載

R4補正（地）

6 R3 単 －
大田原市地
域応援商品
券

通常交付金 ○
③-Ⅰ-５．生活・暮ら

しへの支援
○ － 249,038 249,038 249,038 

①新型コロナウイルス感染症の影響により低迷した地域経済の
回復のため、市内消費喚起による事業者の支援及び地域経済
の活性化を図る
②商品券及び商品券関係事務費
③商品券等印刷費（75,000シート）　11,636千円
　封入等委託費　　　　　　　　　　　 　4,286千円
　商品券等郵送費　　　　　　　　　　 14,330千円
　換金支払費（72,814部見込）　　  218,442千円
　その他事務費等　                           344千円
④市民及び市内の大学に通う学生

－ － － － R4.4 R5.3 取扱登録店舗数　　　300店
 商品券換金率　　　　　90％

市HP
市広報紙

R4当初（地）

7 R3 単 －

スクールバ
ス車内感染
予防対策事
業

通常交付金 ○
③-Ⅰ-３．感染防止

策の徹底
○ － 854 854 854 

①スクールバス車内の除菌
②除菌用弱アルカリ電解水の年間使用量相当額
③スクールバス　小学校15台、中学校12台
　 33本×23,500円×消費税1.1＝853,050円
※1本10リットル・使用時10倍希釈
④スクールバス委託業者（3社）

－ － － － R4.4 R5.3

一年を通して、スクールバス対象
校、全車の除菌を行う
【小学校】
・ 8校、15台
【中学校】
・ 2校、12台

市HP R4補正（地）

8 R3 単 ○

社会福祉協
議会生活困
窮者生活支
援事業

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 1,000 1,000 1,000 

①市社会福祉協議会において、コロナ禍における、原油価格・
物価高騰による影響を受けたことなどから生活困窮状況にある
世帯に対し、食料や生活必需品等の支援を図る
②生活支援用食料・生活必需品等
③食料品セット240個×1,900円=456,000円
日用品セット100個×1,900円=190,000円
生理用品セット100個×900円=90,000円
消毒液・マスクセット240個×1,100円=264,000円
計1,000千円
④大田原市社会福祉協議会

－ － － － R4.7 R5.3

生活困窮世帯や新型コロナウイ
ルス感染症の影響を受け生活困
窮に陥った世帯に対し、食料や生
活必需品等を支援
対象数：延べ340世帯

生活困窮相談者やフードバンク利
用者へ直接周知
市HP

R4補正（地）

9 R4 単 ○ 公共交通等
支援事業

重点交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

11,325 11,325 11,325 

①コロナ禍における、原油価格・物価高騰、原料不足の影響を
受ける地域公共交通事業者等を支援
②所有車両台数により算出する事業継続支援金
③市内路線バス16台×200千円
市内貸切バス75台×100千円
市内タクシー25台×25千円
④市内を運行する路線バス事業者
一般貸切旅客自動車運送事業を行う市内事業者
一般常用旅客自動車運送事業を行う市内事業者

－ － － － R4.4 R5.3

路線バス事業者については、路線
や便数を減らさせないよう支援
し、、貸切バス事業者とタクシー事
業者については、今後の需要改
善に向けて事業を継続させる
・路線バス事業者　1社
　5路線・10系統
・貸切バス事業者 4社
・タクシー事業者 1社

市HP
市広報紙

R4補正（地）

10 R3 単 ○

農業者原
油･物価高
騰対策支援
事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 46,000 46,000 46,000 

①新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ情勢の影響によ
る原油価格・物価高騰から、農薬等の資材等の価格も大幅に上
昇し、その影響で経営が圧迫されている農業者（経営改善計画
による市で認定された農業者）の支援を図る
②農業者原油･物価高騰対策支援補助金
③認定農業者個人848人×単価50千円
　 認定農業法人36社×単価100千円
④認定農業者の個人及び法人
　（令和4年度新規認定農業者も見込む）

－ － － － R4.8 R5.3 対象者数866件に対し約9割の780
件の申請受付及び補助

市HP
対象者への通知

R4補正（地）

移替先

通常分　交付限度額①
（令和3年度本省繰越分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額②
（令和4年1～3月補助裏分）（国のR3予算）

-                                                                                      

地方単独事業費 -                                                                                      

通常分
既配分額（国のR４予算・交付限度額⑦）

-                                                                               

重点交付金分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑥）

178,562                                                                      

配分予定額計 777,145                                                                      

15,618                                                                               

-                                                                               

401,040                                                                      

449,029                                                                             

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑤）

197,543                                                                      

国のR4予算分(R4.9.20)（交付限度額⑥）

地方単独事業費

国庫補助事業費 -                                                                                      

388,198                                                                      

12,842                                                                        

★★★★★令和４年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

0287-23-8797 307,500                                                                                                                                   

zaisei@city.ohtawara.tochigi.jp

通常分
既配分額（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

重点交付金分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑥）

188,659                                                                             

-                                                                                      

188,659                                                                             

国庫補助事業費

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑦）

通常分　配分予定額計
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

通常分　交付限度額⑤
（令和4年4月28日通知）（国のR4予算）

重点交付金分　交付限度額⑥
（令和4年9月20日通知）（国のR4予算）

通常分　交付限度額⑦
（令和4年12月補助裏分）（国のR4予算）

178,562                                                                                                                                   

通常分
既配分額（国のR4予算・交付限度額⑤）

777,145                                                                                                                                   

通常分　配分予定額計
（国のR4予算・交付限度額⑦）

12,842                                                                                                                                    

通常分　今回配分予定額
（国のR3予算・交付限度額①、②、③、④）

401,040                                                                                                                                   

14,850                                                                                                                                    

197,543                                                                                                                                   

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

65,848                                                                                                                                    

197,543                                                                      

通常分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑤）

-                                                                               214,829                                                                             

214,829                                                                             

-                                                                                      

 本省繰越希望額
（R4補正予算により措置された補助裏分（法定率事業に限る）交付限度額⑦に係る希望額）

交付限度額計

-                                                                               

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

栃木県

大田原市

09210

経営管理部財政課

磯　裕明

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

担当部局課名

担当者氏名

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付対象経費

-                                                                               

総務省

国のR4予算分(R4.4.28)（交付限度額⑤）

地方単独事業費

国庫補助事業費

交付金の区
分

種類

国のR4予算分（交付限度額⑦）

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

重点交付金分　今回配分予定額
（国のR4予算・交付限度額⑥）

Ｂ
協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

小計　通常分　交付限度額①＋②＋③＋④
（国のR3予算）

通常分　交付限度額③
（令和4年４月以降補助裏分）（国のR3予算）

通常分　交付限度額④
（令和4年4月28日通知）（国のR3予算）

国のR3予算分（交付限度額①、②、③、④）

地方単独事業費

国庫補助事業費

464,647                                                                             

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された重点交付金分交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                           

178,562                                                                      

 本省繰越希望額
（R4予備費により措置された通常交付金分交付限度額⑤に係る希望額）
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経済対策との関係
交付対象経

費

国のR3予算
分（交付限
度額①、
②、③、
④）

国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

国のR4予算
分（交付限
度額⑦）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

成果目標（可能な限り定量的指
標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広報
紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

個人を対象
とした給付

金等

事業
終期

事業
始期

予算区分

備考②
（事業の終期が令和
５年３月を超えるこ
とが見込まれる場
合、その事情）

基金
特定事業者
等支援

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな
い

交付金の区
分

種類

補

助

・

単

独

所

管
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価
格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

コロナ感染
症への対応
として必要
な事業

Ｂ 協力要請推
進枠又は検
査促進枠の
地方負担分
に充当

⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

総事業費

Ｃ Ｄ

11 R3 単 ○
運輸事業者
等事業継続
支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 20,240 20,240 20,240 

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大及び燃料価格高騰に
よる運輸事業者等の経営に及ぼす影響の緩和と負担軽減を図
り、事業者の事業継続と経営維持を支援
②運輸事業者等への事業継続及び経営維持のための支援金
③トラック　977台×20千円＝19,540千円
　運転代行　7事業者×100千円＝700千円
　合計　20,240千円
④市内事業所で事業を営む貨物自動車運送事業者及び自動
車運転代行業者

－ － － － R4.8 R5.3
対象全事業者の事業継続
（栃木県トラック協会加盟市内事
業者25社）

市HP
市広報紙
市の各種SNSへの掲載

R4補正（地）

12 R4 単 ○
学校給食食
材費支援事
業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

11,355 11,355 11,355 

①新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ情勢の影響によ
る原油価格・物価高騰により、学校給食食材費も高騰しており、
このままでは給食の質の低下や給食費値上げによる保護者の
経済的負担増を招く恐れがあるため、高騰価格分を補助するこ
とにより、学校給食の必要な質や栄養を保持し、かつ保護者へ
の負担増の抑制を図る
②学校給食食材費価格高騰分（教職員分は除く）
③小学校　児童3,389名×給食日数129日×16円≒6,995千円
 　中学校　生徒1,779名×給食日数129日×19円≒4,360千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 合計11,355千円
④市立小中学校の学校給食提供者である小中学校長、保護者

－ － － － R4.8 R5.3

現在の学校給食費（児童 月額
4,300円、生徒 月額5,000円）を維
持し、適切な栄養を摂取できる学
校給食を提供
129日分

市HP R4補正（地）

13 R3 単 ○
大田原市生
活支援給付
金

通常交付金 ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

○ － 76,079 76,079 76,079 

①コロナ禍において、物価高騰の影響を受けた生活困窮世帯
に対し、市独自に給付金を支給
②給付金及び給付金関係事務費（人件費は含まない）
③給付金1,500世帯×50千円＝75,000千円　事務費1,079千円
④令和3年度及び令和4年度住民税非課税世帯等に対する臨
時特別給付金の給付対象外となった世帯で、令和4年度の住民
税が均等割のみの課税世帯

－ － ○ － R4.12 R5.3 対象者1,500世帯に対し、9割であ
る1,350世帯の申請受付及び支給

市HP
対象世帯へ通知

R4補正（地）

14 R4 単 ○

大田原市福
祉事業者等
事業継続支
援金事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、公
衆浴場等に対
する物価高騰

対策支援

11,700 11,700 11,700 

①新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ情勢の影響によ
る原油価格・物価高騰の状況において、障害福祉サービス事業
者の経営に及ぼす影響の緩和と負担軽減を図り、障害福祉
サービス事業者の事業継続を支援
②市内の障害福祉サービス事業所に対する支援金
③
○訪問系（居宅介護・重度訪問介護・行動援護・同行援護・計画
相談支援・地域移行・地域定着支援・自立生活援助・障害児相
談支援・地域活動支援センター・日中一時支援・移動支援・訪問
入浴）
　・一律50千円×12事業所＝600千円
○通所系（生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援・
就労定着支援・児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所
等訪問支援）
・定員18人以下の事業所　100千円× 7事業所＝   700千円
・定員19人以上の事業所　150千円×30事業所＝4,500千円
○入所系（施設入所支援・共同生活援助・短期入所）
・定員9人以下の事業所　　100千円×15事業所＝1,500千円
・定員10人以上の事業所　 200千円× 7事業所＝1,400千円
・定員20人以上の事業所　 300千円× 3事業所＝   900千円
・定員31人以上の事業所　 500千円× 0事業所＝         0円
・定員51人以上の事業所　 700千円× 3事業所＝2,100千円
④市内障害福祉サービス事業者

－ － － － R4.9 R5.3
市内障害福祉サービス事業者等
27事業者、70事業所に対し、事業
継続支援金を交付

市HP
対象事業者等へ通知

R4補正（地）

15 R4 単 ○

大田原市介
護事業者等
事業継続支
援金事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 23,450 23,450 23,450 

①新型コロナウイルス感染症拡大やウクライナ情勢の影響によ
る原油価格・物価高騰の状況において、介護事業者の経営に
及ぼす影響の緩和と負担軽減を図り、介護事業者の事業継続
を支援
②市内の介護サービス事業所に対する支援金
③訪問系サービス　　　　　　　　　     58件× 50千円＝2,900千
円
 通所系サービス（定員18人以下）  12件×100千円＝1,200千円
 通所系サービス（定員19人以上）  23件×150千円＝3,450千円
 居住系サービス（定員30人以下）  29件×300千円＝8,700千円
 居住系サービス（定員31人以上）    6件×500千円＝3,000千円
 居住系サービス（定員51人以上）    6件×700千円＝4,200千円
　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         　　　23,450千円
④市内で指定介護サービス事業を実施し、引き続き継続して運
営する意思のある者

－ － － － R4.9 R5.3
対象事業所の事業継続件数
134件中134件事業継続（令和5年
3月末）

市HP
対象事業者等へ通知

R4補正（地）

16 R3 単 ○
私立保育所
等給食費支
援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 12,480 5,745 5,745 6,735 

①新型コロナウイルス感染症の感染症拡大の長期化等に伴
い、食材料費等の価格高騰の影響を受けた私立保育所等に対
する支援を行うことにより、子どもたちに安全・安心な給食等の
提供や、保護者の負担軽減を図る
②私立保育所等給食食材料費価格高騰分（保育士分は除く）
③私立保育所等2,400名×650円×8ヵ月＝12,480千円
　うち、2,245名×750円×8ヵ月×1/2＝6,735千円は栃木県から
交付
④市内に所在する私立保育所等の設置者

－ － － － R4.10 R5.3 私立保育所等29施設への補助
市HP
対象事業者等へ通知

R4補正（地）

17 R4 単 ○
大田原市地
域応援商品
券（第2弾）

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 164,379 164,379 164,379 

①新型コロナウイルス感染症の感染症拡大の長期化等に伴う
物価高騰の影響により低迷した地域経済の回復のため、市内
消費喚起による事業者の支援及び地域経済の活性化を図る
②商品券及び商品券関係事務費（人件費は含まない）
③商品券等印刷費（72,000シート） 　 7,157千円
　封入等委託費　　　　　　　　　　　    3,502千円
　商品券等郵送費　　　　　　　　　    12,470千円
　換金支払費（70,560部見込）　　   141,120千円
　その他事務費等　                           130千円
④市民

－ － － － R4.9 R5.3 取扱登録店舗数　300店
 商品券換金率　　　90％

市HP
市広報紙

R4補正（地）

18 R3 単 ○

新型コロナ
ウイルス感
染症対策子
ども食堂支
援金事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 300 300 300 

①新型コロナウィルス感染症やウクライナ情勢による物価・エネ
ルギー高の影響を受けている子ども食堂や学習支援を実施す
る「子どもの居場所」事業を実施する団体に対し、運営を支援す
るため、支援金を交付
②食材、調味料、弁当用トレー、マスク、消毒用アルコール、教
材
③子どもの居場所事業実施に係る食材や感染防止物品等の費
用
　 75千円×４ヵ月（12月～3月分）
④子ども食堂実施事業者、子ども食堂利用者

－ － － － R4.12 R5.3 対象事業者（1事業者）の事業継
続

市HP R4補正（地）

19 R4 単 ○

子育て世帯
物価高騰支
援給付金支
給事業

重点交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

154,279 154,279 154,279 

①新型コロナウィルス感染症やウクライナ情勢による物価・エネ
ルギー高により生活が圧迫されている子育て世帯を支援するた
め、市内に住所がある18歳までの児童を養育している子育て世
帯に対して給付金を支給する。
②子育て世帯に対して市独自で支給する給付金及び給付事務
費
③支給対象児童見込数　10,250人（6,100世帯）
　　・給付金　 15,000円×10,250人＝153,750千円
　　・通信運搬費　 73円×6,100通＝446千円
　　・封筒印刷　13.75円×6,000枚＝83千円
④支給対象者：次の条件に当てはまる児童におけるこども医療
費助成受給者または申請日時点で大田原市に住民登録がある
対象児童の保護者
　1　基準日時点で大田原市内に住所がある18歳の年度末まで
の児童
　2　申請日以降令和5年3月31日までに誕生し、大田原市に住
民登録となった新生児

－ － ○ － R4.12 R5.3 全対象児童への給付金の支給
市HP
市広報紙

R4補正（地）

20 R4 単 ○
肥料高騰対
策緊急支援
事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 27,000 27,000 27,000 

①コロナ禍において肥料価格の高騰による影響を受ける認定
農業者等に対し支援して行うことにより、農業経営の事業継続
の支援を図る
②令和元年と比較し令和4年3月時点において高騰した肥料価
格の1/4に相当する費用
③認定農業者等耕作面積 7,061ｈａ×単価380円/10a≒27,000
千円
④認定農業者、基本構想水準達成者、集落営農組織、人・農地
プランに位置付けられる中心経営体

－ － － － R4.12 R5.3 対象となる認定農業者等耕作面
積7,061ha×80％以上の支援

市HP
事業対象者に通知

R4補正（地）

21 R3 単 ○
農業水利施
設電気料高
騰支援事業

通常交付金 ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○ － 14,000 14,000 14,000 

①新型コロナウイルス感染症の長期化による物価上昇の影響
を受けている農家を構成員とする土地改良区に、水利施設の電
気代の一部補助を行うことにより、農家負担の軽減を図る。
②令和3年4～10月の電気料と令和4年4～10月の電気料の差
額
③56,000千円×1/4＝14,000千円
④市内の農業者で構成される土地改良区、農業者

－ － － － R4.12 R5.3 対象となる7団体中5団体以上に
補助を実施

市HP
対象団体へ直接通知

R4補正（地）


